
神奈川県知事へ最終報告書を提出 
第 5期 NGOかながわ国際協力会議 2006.11～2008.10 

「第 5期 NGOかながわ国際協力会議」（山中悦子委員長・草の根援助運動）は 10月 17日、「外国籍県民かなが
わ会議」（葉鳳英委員長）とともに最終報告書を松沢神奈川県知事に提出しました。表題は「神奈川力を高める学び

の場づくりと協働の新モデル」。県が目標とする「世界に開かれた活力あふれる神奈川」の実現に向け、NGO も力
を尽したいとの姿勢を示しました。 
 神奈川県は 1998年、NGOの県政参加の推進、県と NGOとの連携強化と NGO間連携強化の推進を目的として
「NGOかながわ国際協力会議」を発足させました。同時に外国籍県民の県政参加の推進、外国籍県民が自らに関す
る諸問題を検討する場の確保、ともに生きる地域社会づくりの参画を目的とした「外国籍県民かながわ会議」が発

足しました。両会議は公募で選ばれた委員により 1 期 2 年間に提言をまとめ県知事に提出して施策化を要請してき
ました（1期～4期：75項目）。第 5期は、途上国支援、外国籍県民支援、開発教育の分野で活動するNGOメンバー
により 12項目をまとめました。神奈川の真の国際化のために提言の施策化が進むことを期待します。（山中悦子）                      
****************************************************** 
第５期ＮＧＯかながわ国際協力会議 最終報告書                     
（１）神奈川力を高める学びの場づくり 

①地球市民としての学びの場                         

・教員の初任者研修への「国際理解教育」の導入について        

・国際理解教育推進員（コーディネーター）の配置について 

・教員の派遣事業におけるスタディツアー等への参加について           

②外国につながる子どもたちの学びの場                    

・外国籍児童・生徒たちの自らの文化と言葉の継承への支援について                   

・外国人学校に係わる制度の改善について  

・外国人学校の各種学校としての認可について 

③社会参加のための日本語を学ぶ場 

・日本語学習を行う場所の提供について 

・日本語指導者への研修について                                     

（２）新しい協働のモデルづくり  
①自治体間国際協力のための協働モデル 
・住民主体の自治体間国際協力検討会議の設置について 
②より良い協働のための体制づくり 

・県職員の研修内容の充実について 
・県職員の異動期間の見直しについて 
・外国籍職員の積極的な任用について 
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特定非営利活動法人 草の根援助運動 235-0036 横浜市磯子区中原 1-1-28  http://www.p2aid.com 

葉委員長 松沢県知事 山中委員長 

県知事(左)との懇談 

【委員】※（特活）＝特定非営利活動法人 

小俣 典之 （特活）FHCYアジア障害者パートナーズ 

木下 理仁  かながわ開発教育センター（K-DEC） 

桑波田ひとみ（特活）アドバイザーネットワーク神奈川 

酒井 達男  大和日本語教室 

田中 祥一 （特活）ふれんどしっぷASIA 

谷保 茂樹 （特活）JECKアソシエイツ 

裵  安  （特活）かながわ外国人すまいサポートセンター 

本間 勝   草の根ネット麦の会  

丸谷 士都子（特活）地球の木  

山中 悦子 （特活）草の根援助運動 

【報告書全文】URL：http://www.pref.kanagawa.jp/press/0810/049/ngo-5.pdf 
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2008 年 秋の連続学習会 「アジア この１０年」 
 
◆第１回：１０月２３日 フィリピン／第２回：１１月１０日 インドネシア／第３回：１２月７日 インド◆ 
フィリピン・インドネシア・インドの専門家をお招きし、各国のこの 10 年を振り返り、激動する世界やア

ジアの現在を考えました。今回は第１回、第２回の報告をお届けします。 
 

第１回 フィリピン 

 

 

講師：川中豪氏 

（日本貿易振興機構 

アジア経済研究所） 

 

    
 

フィリピンというと政治的に不安定という印象だと思う。

フィリピンは民主主義国家であり、民主主義によってさまざ

まな問題を解決しようというシステムをとっているはずだ

が、これに対する信頼や尊重の姿勢が弱い。その理由は次の

２点。(1)所得格差に基づく社会の諸勢力の利益対立が極め

て激しい。(2)制度が権力者に大きな権力を与えてしまってい

る。つまり権力によって得られる利益「権力の賞金」が極め

て大きい。そのため不正してでも権力を手に入れようとし、

権力をめぐる競争が激しくなる。 

「民主主義」を、ここでは「選挙を通じ多数派の選択が政

策に反映される制度」と定義する。民主主義が紛争を解決す

る唯一の手段（”the only game in town”）と皆が認識すると

民主主義は定着する。しかしフィリピンではクーデター・戒

厳令・大衆行動などが頻発していて民主主義が定着している

とは言えない。フィリピンの民主主義の度合いは、Polity IV
というデータ・セットでは 10 段階中８でさほど悪くない。

しかし、Freedom House という指標では、1986 年以降「自

由」だったが 2006 年から「部分的自由」に低下している。 
具体的にフィリピンで何が起こっているか。まず、86 年

の民主化以後も暫くはクーデターの連続だった。92 年、軍

人出身のラモスが大統領になりようやく沈静化した。しかし、

大統領の任期制限を撤廃しようとしたため、それに反対する

大衆運動が起こった。2001 年、エストラーダ大統領が大衆

行動で辞任するという事件が起きた。違法賭博からの献金が

暴露され、抗議運動が起こり、経済がガタガタになり、弾劾

裁判の決着がつかないため都市部の中間層が街頭で辞任要

求をしたのである。これを中間層はピープルズ・パワー、民

主主義の勝利というが、民主主義の制度には沿っていない。

しかし、フィリピンではこの後このタイプの行動が有効であ

ると認識されてしまった。更に追い討ちをかけたのが、2004
年、アロヨ大統領の選挙不正疑惑である。その結果、選挙に

対 す る 信 頼 が 失 わ れ 、 民 主 主 義 の 根 幹 が 揺 る

 
がされた。地方レベルでも選挙のたびに暴力や不正行為が起

こる。また、反政府運動やイスラム教徒の分離独立運動もあ

る。フィリピンの民主主義の制度では自分たちの利益は無視

されるためである。世論調査でも、民主主義に対する満足度

は下降している。 
 
人間は利得によって動く部分がある。民主主義も長い目で

見ればそれが自分の利得にかなうと皆が思えば定着する。フ

ィリピンにおける最も深刻な亀裂は「所得格差」であり、低

所得層は政府による社会保障や補助金を求めるが、高所得層

は税が低いほうがいいので小さな政府を求める。つまり、「再

分配」についての対立が生まれる。また、「レント」、すなわ

ち権力が生み出す利権の問題もある。ジニ係数を見ると、フ

ィリピンはアジアで所得格差最大。生活状況に関する認識の

世論調査では、「悪化した」という貧困層の回答が増大。GDP
も失業率も上昇している。経済成長の恩恵は限定的で、雇用

を生まない。格差はますます拡大している。 
利益対立の歴史的背景は、まずスペイン支配期の 19 世紀

末、大土地所有制が発達し、エリートが形成された。次に、

20 世紀初頭、アメリカの支配下で「権利の賞金」が高く「レ

ント」が高いアメリカ型の政治制度が導入された。これに拍

車をかけたのが、独立後の 1950 年代からの輸入代替工業化

である。これは、輸入を制限して自国の産業を育てようとす

るもので、保護に依存するエリートを作った。更に、経済成

長に乗り遅れたことが決定的に低所得層の滞留を招いた。85
年のプラザ合意で日系資本がどんどん海外進出した時期に、

フィリピンはマルコス政権末期で日系資本が嫌がった。それ

でタイやマレーシアなどに水をあけられた。 
大統領の権限が強く、「権力の賞金」や「レント」の大き

い政治制度では、利益調整は困難。所得格差を反映した政党

がフィリピンには不在で、エリートは金銭を背景とする強い

ロビー影響力を持ち、低所得層の不満が募る。これらが、現

在のフィリピンの政治的不安定を生み出している要因では

ないか。（インドネシア班 髙橋圭子） 
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第２回 インドネシア 

講師：村井吉敬氏（早稲田大学アジア研究所教授） 

  

 
 
 
 
 
 
 
スハルト政権が崩壊して 10 年になる。民主化の時代といわ

れてきたが、まだスハルトや国軍の影響力は強く残っている。

現在ユドヨノが大統領を務め趨勢としては落ち着く方向に向か

っていると思うが、インドネシアで民衆のための民主主義が実

現するかについてはまだ課題が多く時間もかかると思われる。

ただスハルト時代、大統領は無理矢理選ばされた。しかし現在、

ユドヨノがどの程度の大統領かは未知数だが、少なくともイン

ドネシア人たちが自分たちの意思で選んだ大統領と思われてい

るのは事実である。この点は 10 年間で確実に前進していると

いえる。 
 インドネシアは世界最大の島嶼国家であり、特に東西に広が

っていて、多様な要素を含んでいる。そしてインドネシアのこ

の 10 年はこの広大な地域で様々な争乱や災害が多発した時期

であったといえる。東ティモールはポルトガル撤退後主権を獲

得した。インドネシアが一方的に軍事占領したのに対して、対

外戦争をして主権を獲得したというべきだ。ともかく 1999 年

の独立に関する住民投票を経て独立を回復した。住民投票後は

惨憺たる有様だった。 
これだけの破壊は軍の関与無しにはあり得ない。軍、反独立

派、独立派、住民の間に何が起こったのか。法廷を設置して明

らかにされるべきだと思う。しかし東ティモールの政府は軍関

係者などに対して恩赦を出してしまった。いたるところで和解

が語られた。しかし多くの人々は犯罪者達を赦してはいない。

状況は和解とは程遠い状況にある。 
 アチェはスカルノが特別自治を与えたことでインドネシアに

とどまった。アチェ人は誇り高く自尊心が強い。また、天然ガ

スなどの資源が豊富なので外国が金を出して開発が行われたが、

それらの開発はアチェの人々に恩恵をもたらさなかった。スハ

ルト退陣後、独立を求める運動が強まった。40 万人が住民投票

請求集会に集まるほど、独立への機運は高まった。しかし国軍

が介入し戒厳令が敷かれ、自由アチェ運動(GAM)は国軍と激し

い武力闘争を展開した。国軍は随分ひどいことをしたが、密室

状態で世界の注目を浴びることはなかった。 
2004 年スマトラ沖大地震が起きる。未曾有の大災害だったの

で外国から援助が送られ、外国の NGO、軍隊、ジャーナリス

ト等多くの人たちがアチェに入った。その結果、アチェの様子

が外国の監視下に置かれることになって国軍の酷さがばれてし

まった。2005 年、ヘルシンキで和平合意が結ばれ、国軍の陸軍

特殊部隊の撤退と引き換えに GAM も武装解除してアチェに平

和が訪れることになった。  
 パプアは 1969 年インドネシアに無理矢理併合された。2000
年パプア大会議が開かれ、500 くらいの部族の首長が集まり独

立に向け気炎を上げた。しかし指導者のセイス・エルアイが殺

されてしまい独立への機運は減退してしまった。パプアも銅、

天然ガス、木材、海産物など多くの自然資源を持っている。今

までパプアの人々はこれらを外国の企業やインドネシア中央政

府などに掠め取られてきた。現地の NGO と手を組んで開発を

進める企業も出てきたが、その結果がどうなるかはまだ不明で

ある。 
 西カリマンタン、マルク諸島、スラウェシのポソなどでイス

ラム教徒とキリスト教徒の激しい闘争が起きた。これらの闘争

は宗教上の理由や民族的な憎悪感情が主な原因で起きたわけで

はない。これらの地域では両教徒が長年にわたり共存していた。

西カリマンタンはキリスト教徒のダヤク人の先住地域であった。

ここにジャワの隣の小さな島から国策的にイスラム教徒のマド

ゥラ人が移住させられ農園労働者として働かされた。先進国の

植物油需要増のために森林が切り開かれ、森林に居住している

先住民と農場で生活している移住民が衝突したという側面が強

い。スラウェシは油やしの開発が進められ、鉱物資源開発も盛

んな地域である。他の地域よりキリスト教徒が多い。両教徒の

闘争が激化した時期にはジャワからイスラム教の救援部隊が来

ていたという。確証があるわけではないが、それぞれの地域の

利権等をめぐり、国軍の一部や地方の政治勢力がやったのでは

と言われることがある。 
 日本とインドネシアの関係の持ち方についてだが、緊急援助

の場合を除き、先進国がインドネシアに行き何かをやってあげ

る、物をあげるということはやめたほうがいい。例えば、地震

が起こった時に住居支援が必要だろうと思い大量のテントを送

った NGO があった。しかし現地住民は災害後すぐに竹と葉っ

ぱで住居を修復し、テントには入らないということがあった。

現地の住民は日本人が考えるより力を持っており困ったことが

あっても何とかするものだ。支援をするならこちらから物など

をあげるのではなく、住民と一緒に何かをするようにしたい。

そのほうが有効であるしこちらも楽しみながらすることができ

る。（インドネシア班 高橋俊夫） 
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Ｐ２の永遠の友   Ｎｏ．１ 

                                                  

P2 のインドネシア連絡員であったアグス･ムリアワンが、26 歳の若さで

東ティモールで亡くなってから10年目となる2009年秋、P2では 
「アグス追悼展」を開催する予定です。アグスの人となり、アグスの生 
きた時代を連載で紹介します。 

 
1999年、アグスはアジア･プレスの一員として東ティモールの独立を問う住民投票を取材していた。治安が悪化し他の

プレスが現地を引き上げる中、アグスは単身、取材を続け、神父ら教会関係者とともに住民に物資を配っていたが、反独

立派グループの銃撃を受けて、非業の死を遂げた。 
 彼が大学生の時、P2スタディツアーの通訳をしてくれたことが、彼とP2との出会いであった。彼の通訳はプロより優

秀だった。私たちは毎晩、彼と酒を飲んでは政治のことや研究テーマ（アメリカ占領下の沖縄）等について議論した。恋

人のことを恥ずかしそうに話してもくれた。アグスは東大に留学したこともあり、学界、NGO、ジャーナリズム、労組

など多岐にわたる分野で活動する日本人と交流し、深く愛されていた。彼の死に直面した日の私たちの衝撃、悲しみ、怒

りは計り知れない。P2はインドネシア政府と日本政府に抗議声明を出した。 
 この 10 年の間にインドネシアも東ティモールも大きく変わった。しかしその変化はアグスの望んだ方向に沿っている

とは思えない。追悼展ではアグスが何を望んでいたか、どんな社会を作ろうと思っていたのかを考えながら、虐げられた

人たちの立場に立とうとしたアグスの遺志を皆さんと共有したいと思っている。（髙橋俊夫）                   

･･･････････････････････････････････････････････・・・・・･･････････････････････････････････････････････････ 

「外国籍県民かながわ会議」及び「NＧO かながわ国際協力会議」  

                 １０周年記念シンポジウム 

～かながわの多文化共生の歩みと今後の展望～ 

11月24日、横浜市内アースプラザ内神奈川県自治総合研究センター研修ホールで、神奈川県国際課主催の「外国籍県

民かながわ会議＆NGOかながわ国際協力会議 10周年記念シンポジウム」が開催されました。「NGOかながわ国際協力

会議」第 3 期・第 5 期の委員長をつとめた山中悦子（草の根援助運動）もパネリストとして参加しました。（※両会議に

ついてはP1参照） 
 
 経済のグローバ化などの影響もあり、外国から日本に来て暮らす人々は年々増加し、2007 年末には全国で２１０万人

を超えました。神奈川県内の外国人登録者数も、１６万７千人を超え、県民の５３人に一人の割合となっています。シン

ポジウムでは、地域の国際化、多文化共生の地域社会づくりがますます重要になってきたなか、神奈川県と県民・NGO
はこの課題にどう向き合っていけばよいかを話し合いました。山中ら両会議の委員長経験者は、10 周年を迎えた外国籍

県民会議、NGO 会議がこれまでかながわの多文化共生社会の実現に果たしてきた役割、課題の拾い上げや提言、今後の

展望について活発に意見を述べました。 
 

 基調講演 「だれもが力いっぱい生きていくために」  
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 講師：裵重度氏（川崎市ふれあい館館長） 

パネルディスカッション 「かながわの多文化共生の歩みと今後の展望」  

 コーディネーター：宮島喬氏（法政大学大学院教授） 

 パネリスト：裵重度氏（川崎市ふれあい館館長） 

            葉鳳英氏（外国籍県民かながわ会議第５期委員長） 

            仁井テリー氏（外国籍県民かながわ会議第４期委員長） 

            柴崎敏男氏（三井物産（株）CSR推進部シニア・フィラン 

ソロピー・スペシャリスト） 

山中悦子（NGOかながわ国際協力会議第３期・５期委員長） 

 


